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研究成果の概要（和文）：研究目的は地域の介護保険施設等福祉避難所に該当する施設を対象に、福祉避難所としての
役割強化を目指して、機能性の高い防災システムを構築することである。過去の運営事例、地域や介護保険施設の実情
から課題を把握した上で、介護保険施設を運営しながら福祉避難所を並行して運営するための具体策について、ワーク
ショップ形式で関係する機関が課題を議論し、施設に応じた福祉避難所運営マニュアルを作成、訓練を行った。未解決
の課題は継続して担当部署で解決策を探る。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project was to improve how facilities such as 
regional nursing homes perform their roles as welfare shelters, in an effort to build a better 
functioning disaster response system. We held workshops in which representatives from relevant 
organizations discussed specific measures for addressing the problems related to simultaneous operation 
of nursing homes and welfare shelters identified from past operational examples as well as the 
circumstances of communities and nursing homes. An operational manual for welfare shelters was developed 
for use by nursing homes, and training exercises were held. Solutions for any unresolved issues continue 
to be explored by the responsible departments.

研究分野： 老年看護学

キーワード： 福祉避難所　運営マニュアル　災害時要援護者
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災以後、内閣府は巨大地震に備

え、津波の被害予測値を見直し、各地で防災

対策の見直しが進められている。急速な高齢

化が進んでいる三重県南部地域は、将来東

海・東南海・南海地震等の発生が予測されて

おり、過去には大規模地震による津波被害を

受けている。地形の特徴上、海岸線付近が唯

一の居住地域であり、隣接して切り立った

山々が立ち並び、主要幹線道路も 1 本しかな

く、大震災時に確実に孤立し「公助」はほと

んど期待できないため地域住民の「自助」「共

助」の力を高めることが求められている。し

かしながら、当地域の高齢化率は平成 23 年

で 40％を超えており、防災計画の担い手自身

が高齢化している。当地域の災害時の被害を

最小限に食い止めるためには、地域や高齢者

の特徴を念頭に、発災時の避難のみならず、

その後の避難所運営を踏まえた防災システ

ムの構築が必要である。 

申請者は研究分担者である磯和や平松と

共に、虚弱な高齢者の特徴を踏まえ、災害時

要援護者への災害時の準備状況や、避難に対

する認識等の個別訪問による、実態調査を行

っている。それによると、普段から引きこも

りがちな高齢者を中心とする災害時要援護

者は、約 2 割が要介護認定を受けており、そ

のうち要介護 3 以上は 4 割を占めていた。 

 このような状況から申請者は、地域に在住

する災害時要援護者自身の「自助」としての

備えの充実と共に、規模の大きな病院も少な

い当地域における、福祉避難所としての介護

保険施設の機能と役割に注目した。 

 これまでの報告より、大規模災害時に、利

用者のみならず地域の被災者受け入れ先と

して介護保険施設が大きな役割を果たした

という報告がある一方で、被災経験のある施

設でも防災への意識が低いと評価されてい

る。さらに夜間の災害発生時の安全避難への

考慮は必ずしも人員配置に反映されていな

い現状であった。 

 東日本大震災時においても、発災後に自治

体と福祉避難所としての協定を結び、自らも

被災しながら要援護者を受け入れて運営せ

ざるをえなかったという報告があり、平時か

ら介護保険施設を発災時に福祉避難所とし

て運営できるようなシステム作りの必要性

は急務であると考えた。 
 
２．研究の目的 

 当対象地域においては、大規模災害に対

する危機感から、防災対策に取り組んでいる

が、福祉避難所の運営管理に関する取り組み

はこれからであった。そのため、まずは当対

象地域における災害時要援護者対策を含む

福祉避難所の設置・運営における現状と課題

を明らかにした上で、防災全体におけるシス

テムの強化を図る必要があると考えた。そこ

で本研究では、防災および老年看護に関する

専門知識を持った大学と行政および地域が

協力・連携しながら、地域の特徴と課題を明

らかにし、介護保険施設等福祉避難所に該当

する施設を対象に防災対策の具体的なマニ

ュアルを作成しその上で福祉避難所として

の役割強化を目指して、機能性の高い防災シ

ステムを構築することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 (1)平成 25 年度 

①協力依頼先の実態調査 

準備段階として、申請者らは、共同研究者

と共に、研究協力対象となる地域の自治体関

係者（防災担当および健康福祉担当）と一般

避難所運営支援事業を行っており、その中で

福祉避難所への対策の現状、課題について関

係者より聴き取りを行うこととした。 

②過去に福祉避難所を開設した施設の見学

および文献検索を行うこととした。 

(2)平成 26 年度 

①協力依頼先の選定 

 対象地域の自治体と協議し、介護保険施設



の実情を把握しながら福祉避難所マニュア

ル作成を行うモデルとなる施設の選定を計

画した。 

②ワークショップ形式での開催の決定 

 福祉避難所を運営していくにあたり、これ

までの様々な課題から、関係する自治体と介

護保険施設と大学だけで作成するのではな

く、関連する機関とも意見を出し合いながら

協議、連携して進めていく必要があると考え、

具体的なマニュアルを作成する方針を決定

していった。 

(3)平成 27 年度 

①ワークショップ形式での福祉避難所マニ

ュアル作成開始 

 ワークショップは全 8 回とし、1 回につき

約 2 時間で議論した。1 回目にはキックオフ

講演会の開催、2 回目で福祉避難所について

の基礎知識の習得や課題について、3 回目に

福祉避難所としての運営体制や受け入れ条

件について、4 回目に運営体制に必要な役割

の選定、5 回目にレイアウト選定や資機材、

備蓄品について、6 回目に運営実地訓練につ

いての準備、7 回目に運営実地訓練、8 回目

にまとめとマニュアル贈呈という形で構成

することを決定していった。 

 また、議論の中で出された課題についてま

とめ、解決されたもの、未解決として再度議

論する、もしくは各部署に持ち帰り継続して

議論するものに抽出し提示していく方針と

した。 
 
４．研究成果 

 (1)平成 25 年度の実施内容と結果 

①研究依頼先の実態 

 当地域では、防災に対する取り組みへの意

識が高く、避難訓練、避難所運営について積

極的に取り組んでいた。自治体の防災担当者

や健康福祉担当者が協力体制を取っていた。

大規模災害時に福祉避難所を運営すること

に関しては、当地域にある３施設とも自治体

との協定を結んでいるのみで、施設が被災し

た状況でかつ、他からの要援護者を受け入れ

て運営していく具体的な方策についてはど

のようにすべきか考慮中であり、自治体とし

ても福祉避難所を運営していくための方策

もこれから取り組むという実態であった。 

②過去の福祉避難所を開設した事例では、開

設時の課題をふまえ平時より福祉避難所運

営について自治体と協定施設と合同での実

地訓練を行っていた。他方では、市全体が社

会福祉法人を巻きこんで福祉について平時

より取り組んでおり、福祉避難所についても

取り組みを進めていることが明らかになり、

平時からの取り組みの必要性を再認識した。 

 その他、東日本大震災時においては、被災

後自治体からの要請を受けて福祉避難所を

開設したものが多く、被災し混乱を極めなが

ら施設運営と並行して要援護者を受け入れ

た施設、体育施設などに福祉避難所として開

設した事例などがあった。課題として多く見

られたものは、受け入れ条件、運営人材の不

足、派遣人材の確保、医療の確保、費用負担、

職場体制、建物の構造の問題等であった。 

(2)平成 26 年度の実施内容と結果 

①3 施設と自治体関係者と共に会合し、モデ

ル地域として、福祉避難所マニュアルを作成

していく一施設を選定した。 

②ワークショップ形式で研究を進めていく

こと、実際に福祉避難所を開設、運営に携わ

る関係機関として、施設職員（責任者と各職

種の代表）、自治体（防災担当、健康福祉担

当、福祉事務所）、社会福祉協議会、身体障

害者（児）福祉連合会、県、企業の代表と申

請者ら老年看護学の専門家が一緒に議論を

進めていくことを決定した。 

(3)平成 27 年度の実施内容と結果 

①第１回ワークショップでは、キックオフ講

演会として東日本大震災時に実際に福祉避

難所を開設、運営した行政担当者と健康福祉

担当者（保健師）を招へいし実際の体験の講

演会を依頼した。地域の関係者 100 名程度が



参加した。 

②第 2 回ではワークショップ参加者に、福祉

避難所に対する基礎知識、マニュアル作成施

設側が、福祉避難所を運営するにあたり課題

としていることを共有し、実情に応じたマニ

ュアル作りを目指すことを確認した。第 3 回

目では、福祉避難所を乳幼児や妊産婦と高齢

者中心の要援護者や障がい者を分けて考え、

当施設では要介護度 3 以上、障害支援区分 4

～6 の方を受け入れるという条件を決定した。

第 4 回目では、通常の施設と並行して運営で

きるような体制、役割について議論した。自

治体から専門の職員を派遣して責任者をサ

ポートして運営を行うこと、支援者が到着し

て要援護者の介助ができるような施設職員

のサポート体制について話し合った。5 回目

では福祉避難所のレイアウトについて施設

を見学した上で案を示し、トイレの設置、要

援護者の介護度や導線をふまえ、議論した。

6 回目では、レイアウトの決定、資機材備蓄

品について話し合い、次に各役割担当を割り

振り、運営訓練の事前準備を行った。7 回目

では、運営訓練を行った。開設要請を受け入

れレイアウトの作成、要援護者の受け入れ、

情報の伝達、帳票類の記入、食事の提供、ト

イレへの移乗、救急搬送など、可能な限り実

際を想定した訓練項目を厳選した。その後振

り返りでは、指揮命令系統、情報の伝達など

の課題が出された。第 8 回では、これまでの

流れや訓練を振り返り、完成とし、マニュア

ルを該当施設に贈呈した。さらに今後も引き

続き、訓練を行いながら、よりよいマニュア

ルに修正していくこと、ワークショップに参

加していない職員にも福祉避難所運営につ

いて理解を広めていくこと等が今後の課題

として挙げられた。 

未解決の課題として、災害時の業務内容は

イメージがつきにくいこと、レイアウトや資

機材・備蓄品（特にベッドの準備について）

広域での災害時外部からの支援体制の整備

が残された。 

 

(4)全体としての結果 

 地域の防災力強化のために、別の事業で一

般避難所運営支援事業を行いながら、防災力

のアセスメントを行った上で、福祉避難所の

必要性を再確認し、福祉避難所をいかに円滑

に運営するかを考え、関係機関と共に議論し

ながら介護保険施設の実態に応じた福祉避

難所を運営できるようなマニュアルを作成

するに至り、モデル化することはできた。地

域の防災力そして、介護保険施設の、福祉避

難所としての機能強化の第一歩であるとい

える。関係機関が膝を交えて議論していくこ

とで顔の見える関係作りにつながり、これに

大学の知識を加えることで本研究の目的を

達成するに至ったと考えられる。今回のマニ

ュアルをもとに訓練等を重ねながら、よりよ

いものに仕上げていく必要がある。また、本

研究では当初想定していた地域住民を巻き

込んで、福祉避難所の運営スタッフ等、地域

の防災リーダーとしての育成までには至っ

ておらず、次に引き続き取り組んでいくとき

にはこの視点も取り入れ、地域住民にも正し

く理解を広めていきながら、さらなる防災力

強化に取り組んでいく必要があると考えて

いる。高齢者、要援護者の被害者を可能な限

り最小限にするべく、今後も継続して次の施

設とこの研究に取り組んでいく予定である。 
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